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Summary
While the overall number of farms in our country has been decreasing, the number of corporate farms has been increasing annually, and their average scale has been expanding. Though the number of farms employing non–family members has increased in recent years, the concepts of management strategy, human resource management, and organizational culture in farm management have not been widely disseminated. In the field of agricultural management, there is little accumulated research that comprehensively analyzes the implementation of these concepts. Large–scale pig farming corporations, which are the subject of this study, differ from agricultural corporations engaged in other types of animal husbandry and crop production. Most of them are from non–farming backgrounds and do not intend to leave the company to run their own farming business; moreover they tend to be highly committed toward their positions.英文サマリー　150単語以内。
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Ⅰ　背景と課題

わが国の水田作経営は，1990年代後半以降，米価の急速な下落により，稲作所得を減少させている。今後とも米価は，人口が減少し，米消費が減退する状況から，大幅な回復が期待できない。この複合化は，これまでの転作対応という位置づけではなく，導入作物を米と同等以上の収益部門へ確立することが求められる。また，畑作物生産では，生育期間中に適宜，灌水することで干害を回避する必要もある。現在，これらの機能を備えた基盤技術として地下水位制御システムが開発されており注1)，水田での畑作物生産の定着による水田高度利用に対する貢献が期待されている。A4判で，23字（2段組）×51行。
刷り上がり6頁以内。2023年投稿分から報告論文も組版となるが、頁及び図表サイズの確認のため、本様式に従って原稿を作成すること。
句点は丸（。），読点はカンマ（，）。
見出し・小見出しを除く英数字は半角文字，フォントTimes New Romanを用いる。注番号にも適用する。ただし，数式は自由。（例：9戸，10戸，1.5haなど）

　ここで，汎用化水田の視点から既存研究を整理した場合，水田での畑作物生産のための排水機能の装備によって，畑作物の生産性向上に有効な点が明らかにされ，また，麦・大豆の二毛作や水田輪作体系の導入効果などが経営・経済的に評価されている（高橋，2011；梅本・山本，2003）。

注1）代表的な地下水位制御システムはFOEASであり，それは暗渠排水，地下灌漑，水位調整という機能を持ったシステムである。FOEASの事業採択面積は5,004ha（2012年7月26日現在）にひろがっている。詳細は有本ら（2014）などを参照されたい。

Ⅱ　分析方法

１　対象事例の概要
１）B法人の展開過程
分析対象としたB法人は，1995年に設立されたJA出資型の有限会社であり，その概要は第1表のとおりである。
B法人では，経営面積49haを常時従事者4人により，水稲，大麦，大豆の生産を中心に，その作業受託を行っている。また，米の販売では，生産量の4割強を福祉施設関連へ契約販売している。
農地はすべて水田であり，その約26％が排水不良田である。B法人では，排水不良田に対して地下水位制御システムを2010年6月の96.9a，2011年12月の90.9a，2012年9月以降の208.7aの3回にわたって導入している。それらの導入水田における作付は，管内JAの意向も受けて馬鈴しょと大豆の二毛作を実施してきた。
[image: ]
以上のようにB法人は，稲・麦・大豆を中心とした大規模な水田作経営として，地下水位制御システムを導入しながら，平場水田作地域であるA市の中核的な担い手として展開している。
<<1行あき。10.5pt>>
２）C法人の展開過程
<<1行あき。10.5pt>>
２　地下水位制御システムの経済性に対する評価
方法
本稿では，地下水位制御システムの経済性を評価するために，その導入による単年度当たりの導入費用と，その導入に伴う農産物収益の年間増減額を比較検証する方法で行う。
[image: ]地下水位制御システム導入による単年度当たりの導入費用は，地下水位制御システムの10a 当たり年償却費とし，第2 表の計算方法で算出する。この計算方法は，地下水位制御システムが生産基盤工事に 相当することを考慮した資産形成に関わる部分の控除，資材の改修時期の違いを考慮した耐用年数の設定に特徴がある。
<<1行あき。10.5pt>>図表はA4版で無理なく読めるフォントサイズにすること。
全段か片段に割り付ける。
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Ⅲ　結果と考察
[bookmark: _Hlk70428566]<<1行あき。10.5pt>>
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（単位：円）

収入合計 477.7 95,543

　販売収入 114.2 22,843

　助成金収入 363.5 72,700

生産費 189.5 37,907

　物財費 155.6 31,127

　労働費 33.9 6,780

大豆収益 288.2 57,636

システムの導入費用 114.2 22,831

収支差額 174.0 34,805

資料：B法人資料より筆者作成。

　 注：1)収入と生産費はB法人への2011年産の

   　　　 データに基づいて試算している。

　 　   2)kg当たりの収支は10ａ当たり収量200kで

　 　  　 試算している。

第1表 大豆生産における地下水位制御シ

      ステムの経済性

 10ａ当たり

kg当たり


image2.emf
　注：2)FOEAS込費用とは，生産費に地下水位制御システム

　　　  の導入費用を加算した費用である

第1図　地下水位制御システム導入による大豆の

       増収目安

資料：第1表に同じ。

　注：1)変動収入とは，販売収入に生産量に応じて変化

　　　  する戸別所得補償（畑作物）を加えた金額である。
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